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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 51,143 △15.6 251 ― △643 ― △1,922 ―

21年3月期 60,572 △11.0 △380 ― △1,963 ― △4,764 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △48.23 ― △10.7 △0.8 0.5
21年3月期 △109.23 ― △20.1 △2.2 △0.6

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  27百万円 21年3月期  22百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 82,266 22,225 20.8 430.15
21年3月期 84,412 23,463 22.2 469.41

（参考） 自己資本   22年3月期  17,140百万円 21年3月期  18,706百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 6,350 △4,064 1,577 12,806
21年3月期 2,063 △6,068 5,513 8,947

2.  配当の状況 

（注）平成23年３月期の配当予想額につきましては、現時点では未定とさせていただきます。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 5.00 ― 3.00 8.00 343 ― 1.5
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年3月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

27,300 15.0 1,300 ― 800 ― 150 ― 3.76

通期 55,600 8.8 3,000 989.8 1,900 ― 700 ― 17.56
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注）詳細は、25ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 44,956,853株 21年3月期 44,956,853株

② 期末自己株式数 22年3月期  5,109,485株 21年3月期  5,106,286株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 42,459 △18.8 977 △47.0 390 △76.8 △3,504 ―

21年3月期 52,268 △6.1 1,845 △52.4 1,682 △56.5 △4,182 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △87.95 ―

21年3月期 △95.88 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 64,515 19,491 30.2 489.15
21年3月期 62,637 22,949 36.6 575.89

（参考） 自己資本 22年3月期  19,491百万円 21年3月期  22,949百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．上記に記載した予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び合理的であると判断される一定の条件に基づいて作成したものであり、
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と大きく異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の４ページ「１．
経営成績（１）経営成績に関する分析（次期の見通し）」をご参照ください。 
２．平成23年３月期の配当予想額につきましては、いま暫くの間景況の動向と業況の見極めをいたしたく、現時点では未定とさせていただきます。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

23,700 27.0 1,000 ― 700 ― 350 ― 8.78

通期 47,300 11.4 2,000 104.6 1,500 284.6 750 ― 18.82
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  (当期の経営成績) 

当連結会計年度における世界経済につきましては、2008年秋のリーマン･ショックに端を発した世界同時

不況の影響が続きましたが、主要各国の大規模な経済対策を背景に、中国、インドなどアジア地域の急速な

経済回復の牽引により、景気は緩やかに回復しつつあります。しかしながら、欧米先進諸国の失業率は依然

として高止まりしており、また、一部EU諸国の財政･金融危機問題などの不安要因も潜在しております。 

 

国内経済は、政府による景気刺激策やアジア諸国向けを中心とした輸出の伸びに伴い景気は持ち直しつつ

ありますが、円高基調の継続、設備投資の低迷、デフレの長期化に加え雇用環境も厳しいままであり、景気

の先行きは依然として不透明な状況にあります。 

 

このような事業環境にあって、当社グループは、2008年下半期以降の世界的な経済･金融危機と急激に縮

小した市場規模に対応すべく、財務基盤の強化と早期業績回復を目指した「サバイバル･プラン」を策定し

て、当社グループを挙げてその実行に取り組んでまいりました。 

 

「サバイバル･プラン｣の骨子は、第一に、設備投資及び関係会社を含めた投融資の抑制、有利子負債の削

減などの財務基盤の修復になります。第二に、需要実態に即したグローバルでの生産拠点体制の再構築と販

売・物流拠点の統廃合、生産性及び設備効率の向上、徹底した固定費の圧縮などによるコスト構造の改革を

推進することにあります。第三に、欧州をはじめとした海外自動車市場において当社の鉛フリー（鉛を使用

しない）軸受の技術的優位性を武器に受注規模拡大のスピードアップを図ることにあります。 

 

当連結会計年度は、当プラン推進の成果が現れはじめました。 

売上高につきましては、自動車関連分野における2009年度下半期に入ってからの世界的な乗用車需要の回

復に加えて、海外受注活動の成果を取り込むことができました。 

また、トラック及び建設機械分野の受注は、公共投資の低迷など厳しい状況が続いているものの、輸出の

伸びに伴い僅かながら受注が増える傾向にあり、受注の減少は底を打ったものと予想されます。発電・プラ

ント関連等の一般産業向け軸受の受注は、堅調に推移いたしました。 

 

一方、舶用分野は、2009年度当初から大型船舶の新造船受注量の大幅減少やキャンセルが相次ぎ、大型船

舶用軸受にて高い世界シェアを維持する当社は、その影響を大きく受ける結果となりました。また、中高速

ディーゼルエンジン（中小型船用など）軸受も大型船舶ほどの影響は受けておりませんが、受注量は減少し

ております。 

 

利益状況につきましては、米国の生産拠点の閉鎖、自動車用軸受生産の大同プレーンベアリング(株)への

集約、国内外の販売拠点統合、設備投資の抑制と閉鎖した米国工場設備の有効活用、生産性改善のための外

部コンサルタント導入及び徹底した固定費削減などを具現化させたことにより、収益力は着実に回復しつつ

あり、更に継続中の当プラン諸施策を確実に実行に移すことで、安定した収益力の確保に努めてまいります。 

 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は511億43百万円と前期比94億28百万円（前期比15.6％減）の減収

となり、その内、自動車用軸受は390億91百万円(前期比14.4％減)、非自動車用軸受は115億20百万円(同

19.4％減)、軸受以外は５億32百万円(同11.9％減)となっております。 

しかしながら、前述のとおり2009年度下半期に入って以降の自動車用軸受の予想を越える売上の増加が舶

用分野での減収をカバーすることが出来、前年第２四半期(中間期)決算短信公表時の業績予想数値(以下、

｢第２四半期開示の業績予想数値｣と云う。)（売上高480億円)を上回ることが出来ました。 

 

また、連結営業利益は２億51百万円(前期は３億80百万円の損失)と黒字転換し、連結経常損失は６億43百

万円(前期は19億63百万円の損失)となりましたが、増収効果に加え「サバイバル･プラン」取り組みによる

増益効果により、同じく第２四半期開示の業績予想数値(連結営業損失16億50百万円、同経常損失28億円）

に対してそれぞれ改善いたしました。 

 

連結当期純損失は、固定資産の評価額等の見直しによる固定資産減損等を特別損失に計上したことなどに

より、19億22百万円の純損失(前期は47億64百万円の純損失)となりました。 

 

また、当事業年度（個別）の売上高は424億59百万円(前期比98億８百万円減、18.8％減)、営業利益９億

77百万円(前期比８億67百万円減、47.0％減)、経常利益３億90百万円(同12億92百万円減、76.8％減)となり

ましたが、連結業績同様、第２四半期開示の業績予想数値(売上高375億円、営業損失３億50百万円、経常損

失９億50百万円）に対して改善しております。 
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なお、当期純損失は、特に世界同時不況の影響を大きく受けて業績が落ち込んだ国内外連結子会社の株式

評価損等を特別損失に計上したことなどにより、35億４百万円の純損失(前期は41億82百万円の純損失)とな

っております。 

この株式評価損は、連結業績に直接影響は致しません。 

 

  (次期の見通し) 

次期の経済見通しにつきましては、中国、インドなどアジア地域の力強い経済成長を中心に概ね景気は緩

やかな回復基調をたどるものと予想されておりますが、各国の景気対策効果の息切れや一部EU諸国等の財

政･金融危機問題、為替動向などから、今後も楽観を許さない先行き不透明な状況が続くものと思われます。 

 

当社グループの主要事業である自動車関連市場は、乗用車において各国の政府支援策の終了を考慮しても

世界全体需要は小幅ながら伸びが予想されております。 

 

当社グループの売上見通しは、前述のとおり乗用車を中心に需要の伸びが見込まれることに加えて、欧州

など海外乗用車市場の受注増加を見込んでおります。 

また、トラックや建設機械は、中国などアジア地域を中心とした輸出の増加による伸びが期待できるもの

と思われます。 

 

一方、舶用分野の状況は、好転の兆しは見られず2009年度の受注を下回る可能性が高く、減収要因として

捉えておりますが、自動車関連分野の売上増加がそれを上回る見込みであることから、全体では増収を予想

しております。 

 

利益面は、先行き不透明な状況にありますが、「サバイバル･プラン」を引き続き推進していくことで、

収益力・キャッシュ･フロー創出力の回復を確実なものとし、財務基盤の修復を図り、連結及び個別業績の

黒字化と復配を目指して、グループ一丸となって取り組んでまいります。 

 

次期の連結業績につきましては、売上高556億円、営業利益30億円、経常利益19億円、当期純利益７億円

を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比し21億45百万円減少し、822億66百万円となりまし

た。 

資産の部では、流動資産は、主に現金及び預金の増加により、412億74百万円と２億57百万円増加し、固

定資産は、主に有形固定資産の減少により、409億91百万円と24億２百万円減少いたしました。 

負債の部では、流動負債は1年内返済予定の長期借入金及びリース債務の減少等により、311億53百万円

と39億89百万円減少し、固定負債は長期借入金等の増加により、288億87百万円と30億81百万円増加いたし

ました。 

純資産合計は、利益剰余金の減少等により、222億25百万円と12億37百万円減少いたしました。 

 

②連結キャッシュ・フローの状況 
(単位：百万円) 

 平成21年３月期 平成22年３月期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,063 6,350 4,287

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,068 △4,064 2,004

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,513 1,577 △3,936

現金及び現金同等物の期末残高 8,947 12,806 3,859

 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末に比し

38億59百万円増加し、128億６百万円となりました。 
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とこれらの要因は以下のとおりであります。 

（ア）営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期の営業活動による資金の増加は、63億50百万円となりました。これは主に、たな卸資産の減少

及び税金等調整前当期純損失の減少によるものです。 

（イ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、40億64百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得に

よる支出によるものです。 
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（ウ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果増加した資金は、15億77百万円となりました。これは主に、セール・アンド・リー

スバックによる収入によるものです。 

 

（参考）連結キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率（％） 37.2 34.7 30.8 22.2 20.8

時価ベースの自己資本比率（％） 55.8 37.4 27.5 22.8 16.7

債務償還年数（年） 6.5 22.7 12.9 19.4 6.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 12.6 1.7 3.3 2.5 7.0

1.自己資本比率           ：(自己資本）÷(総資産） 

2.時価ベースの自己資本比率     ：(株式時価総額)÷(総資産) 

3.債務償還年数           ：(有利子負債)÷(営業キャッシュ・フロー) 

4.インタレスト・カバレッジ・レシオ ：(営業キャッシュ・フロー)÷(利払い) 

(注1)各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注2)「株式時価総額」は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

(注3)「営業キャッシュ・フロー」は、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。 

(注4)「有利子負債」は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。 

(注5)「利払い」につきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社は、株主の皆様へ、経営成績及び配当性向を考慮した適切な利益還元と、将来の事業展開、研究開発 

の拡充、経営基盤強化及び経営環境の変化などのための内部留保資金を総合的に勘案し、長期安定的な剰余 

金の配当水準を維持することを基本方針としております。 

 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については定款規定に従い 

取締役会であります。 

 

当期の期末配当につきましては、基本方針に変更はありませんが、当期業績は下半期に入って回復基調に

あるものの、当面は財務基盤を強化する観点から、誠に遺憾ではございますが、平成22年２月12日に公表し

ました「剰余金の配当に関するお知らせ」のとおり、無配とさせていただきたいと存じます。 

 

また、次期の配当につきましては、市場環境が最悪期を脱して景気は持ち直し局面にあり、加えて当社グ

ループで推進中の「サバイバル・プラン」実行の効果が業績に反映されてきておりますが、いま暫くの間業況

の見極めをいたしたく、現時点では未定とさせていただきたいと存じます。 

 
（４）事業等のリスク 

当社グループの投資者の判断に影響を及ぼす可能性があるリスク要因としては、以下の内容項目がありま 

す。なお、文中における将来に関する事項は、本資料作成日現在において当社グループが判断したものであ 

ります。 

 

① 原材料（鋼材・非鉄等）の価格動向による業績への影響 

中国、インド等の新興国をはじめとして世界的な景気回復基調に伴なう需要増で、軸受の主材料である鋼

材・非鉄などの価格高騰が今後危惧されます。鋼材・非鉄の価格上昇は、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。 

当社グループは従来にも増して、歩留向上等による使用量削減、材種削減等によるコスト低減などに取り

組んでまいります。 

 

② 為替レートの変動 

当社グループは、海外ビジネスが欧州を主体として順調に拡大しており、現地通貨(米ドル、ユーロ等)建 

て取引増加により、為替レートの変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、海外連結子会社の業績及び財産評価は、連結財務諸表作成において期末の為替レートにより円換算

されることから、同様な影響を受ける可能性があります。 
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③ 温室効果ガス削減（CO2を含む）の動向による業績への影響 

京都議定書に端を発したグローバルレベルでの温室効果ガス（CO2を含む）削減の動向如何によっては、

CO2削減に係る設備投資及びこれらに係る直接・間接コストの増加や生産活動の制約などが生ずる可能性があ

り、製造業に属する当社グループの業績に少なからず影響を与える可能性があります。 

 

④ 地震等災害について 

近年、国内外において大規模な地震が多発しております。国内の主力工場は、愛知県、岐阜県及び千葉県

に立地していることから、特に懸念される東海地震、東南海地震が発生した場合には、当社グループの生産

活動に支障が生じ、業績に影響を受ける可能性があります。 

このため、地震等の災害の発生に備え、重要な生産工程の危険分散や、火災等も含めた防災対策、発生時

の行動マニュアル、復旧対策などに向けた体制整備を進めております。 

 

⑤ 業界環境の変化について 

好調に推移してきた造船業界は、2009年前半から主に大型船舶用受注の落ち込みが顕著となり、大型船舶

用軸受は当社が高いシェアを維持してきたこともあって、今後の需要動向によっては受注減少により業績に

影響を受ける可能性があります。 

一方、当社グループにおける自動車分野の受注は、当面予想を超える伸びが見込まれ、舶用分野の受注減

少による業績の影響を補うことが出来るものと予測しております。 
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２．企業集団の状況 

（１）事業系統図 

当社グループは、当社、子会社24社及び関連会社１社で構成されており、自動車、船舶等の各種産業用

軸受、組付時に潤滑油を充填する予潤滑軸受、完全無給油の無潤滑軸受、特殊軸受、軸受以外のロータリ

ーポンプ、集中潤滑装置等の製造、国内外での製品等の販売を主な事業として取り組んでおります。 

得　　　意　　　先

《倉庫業・荷造り梱包業・保険代理業》 《販売》 (台湾)
大同ロジテック（株） 中原大同股份有限公司 (注3)

《販売》 《製造・販売》 (韓国)
大同メタル販売（株） (注4) 同晟金属（株）

《製造》 《製造・販売》 (タイ)
大同プレーンベアリング（株） ダイナメタルCO.,LTD.

《製造・販売》 《製造・販売》 (インドネシア)
エヌデーシー（株） (注2) PT.大同メタルインドネシア

《販売》 《製造・販売》 (中国)
エヌデーシー販売（株） (注2) 大同精密金属（蘇州）有限公司 (注3)

《加工・不動産賃貸》 《持株会社》 (米国)
　(株）アジアケルメット製作所 大同メタルアメリカCORP.

《製造・販売》 (米国)
大同メタルU.S.A.INC.

《製造・販売》 (米国)

《製造・販売》 (イギリス)
大同ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ ﾍﾞｱﾘﾝｸ ﾞﾖｰﾛｯﾊﾟLTD.

《製造・販売》 (モンテネグロ)
大同メタルコトールAD

《販売》 (ドイツ)
大同メタルドイツGmbH

《製造・販売》 (チェコ)
大同メタルチェコs.r.o.

《販売》 (イギリス)
大同メタルヨーロッパLTD.

《製造・販売》 (ロシア)
大同メタルロシアLLC

《製造・販売》 (韓国)
(注1)大同メタルU.S.A.INC.、大同メタルベルフォンテンLLCは、 韓国ドライベアリング（株） (注2)

　　 大同メタルアメリカCORP.が100％所有している子会社で
　　 あります。

(注2)エヌデーシー販売㈱、エヌデーシー.オブ.アメリカ.INC.
　　 は、エヌデーシー㈱が100％所有している子会社であります。 《製造・販売》 (米国)
　　 韓国ドライベアリング(株)は、エヌデーシー(株)が50％所有 (注2)

　　 している子会社であります。

《修理》 (フィリピン)
(注3)大同精密金属（蘇州）有限公司は、当社が74％、中原大同 大同リビルドサービスINC. (注4)

　　 股份有限公司が16.2％所有している子会社であります。
  　 広州原同貿易有限公司は、中原大同股份有限公司が100％ 《販売》 (中国)
　　 所有している子会社であります。 広州原同貿易有限公司 (注3)

(注4)大同リビルドサービスINC.は、大同メタル販売(株)が52.25％
　　 所有している子会社であります。

(注5)大同メタルアメリカCORP.及び大同メタルベルフォンテンLLC 《製造・販売》 (インド)
　　 は、解散・清算の手続き中であります。 ＢＢＬ大同プライベートLTD.

大同メタル工業株式会社

(注1,5)

大同メタルベルフォンテンLLC (注1,5)

連　結　子　会　社

国　　　内（6社） 海　　　外（19社）

連　結　子　会　社

持分法適用非連結子会社

持分法適用関連会社

持分法非適用非連結子会社

エヌデーシー・オブ・アメリカINC.

(注1)
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（２）関係会社の状況 

名称 住所 
資本金又 

は出資金 

主要な事業 

の内容 

議決権の

所有割合
関係内容 摘要

(連結子会社)     

大同ロジテック㈱ 名古屋市中区 45百万円
倉庫業・荷造り
梱包業・保険代
理業 

100.0%

製品の保管、配送管理業務の
委託 
設備の賃貸 
役員の兼任３名 

 

大同メタル販売㈱ 名古屋市中区 100百万円
軸受メタルの 
販売 

100.0%
当社製品の販売 
設備の賃貸 
役員の兼任３名 

 

大同プレーンベアリング㈱ 岐阜県関市 300百万円
軸受メタルの 
製造 

100.0%
当社製品の生産委託 
資金の貸付、債務保証等 
役員の兼任４名 

 

エヌデーシー㈱ 千葉県習志野市 1,575百万円
軸受メタルの 

製造・販売 
39.8%

当社製品の生産委託 

当社製品・バイメタルの販売

同社製品・バイメタルの仕入

資金の貸付、設備の賃貸 
役員の兼任１名 

注1

注2

エヌデーシー販売㈱ 千葉県習志野市 90百万円
軸受メタル・カ
ルムの販売 

100.0%
(100.0%)

役員の兼任 無 注3

㈱アジアケルメット製作所 東京都大田区 55百万円
軸受メタルの加
工、不動産賃貸 

100.0%
当社製品の委託加工 
役員の兼任１名 

 

中原大同股份有限公司 台湾台北県中和市 
120百万
台湾元

軸受メタルの 
販売 

50.0%
当社製品の販売 
役員の兼任２名 

注2

同晟金属㈱ 韓国永同郡 
6,120百万

ウォン
軸受メタルの 
製造・販売 

50.0%

当社製品･バイメタルの販売
同社製品の仕入 
技術供与 
役員の兼任３名 

注2

ダイナメタルCO.,LTD. 
タイ国 
チャチョーンサオ 

200百万
バーツ

軸受メタルの 
製造・販売 

50.0%

当社製品･バイメタルの販売
同社製品の仕入 
技術供与 
役員の兼任２名 

注2

PT.大同メタルインドネシア 
インドネシア国 
ブカシ 

13,748百万Rp
軸受メタルの 
製造・販売 

50.0%

当社製品･バイメタルの販売
同社製品の仕入 
技術供与 
役員の兼任２名 

注2

大同精密金属(蘇州)有限公司 
中華人民共和国 
江蘇省蘇州市 

115,714千元
軸受メタルの 
製造・販売 

90.2%
(16.2%)

当社製品･バイメタルの販売
同社製品の仕入 
技術供与 
資金の貸付 
役員の兼任４名 

注1
注3

大同メタルアメリカCORP. 米国イリノイ州 81,990千＄
アメリカにおける
持株会社 

100.0%
アメリカにおける持株会社 
役員の兼任２名 

注1
注4

大同メタルU.S.A.INC. 米国イリノイ州 2,960千＄
軸受メタルの 
製造・販売 

100.0%
(100.0%)

当社製品の販売 
役員の兼任３名 

注3

大同メタルベルフォンテンLLC 米国オハイオ州 68,264千＄
軸受メタルの 
製造・販売 

100.0%
(100.0%)

当社製品･バイメタルの販売
資金の貸付、債務保証等 
役員の兼任１名 

注1
注3
注4

大同インダストリアルベアリン
グヨーロッパLTD. 

英国サマーセット州 13,500千￡
軸受メタルの 
製造・販売 

90.7%

当社製品の販売 
同社製品の仕入 
技術供与 
資金の貸付、債務保証等 
役員の兼任２名 

注1

大同メタルコトールAD 
モンテネグロ国 
コトル市 

21,331千
ユーロ

軸受メタルの 
製造・販売 

98.7%

当社製品･バイメタルの販売
技術供与 
資金の貸付、債務保証等 
役員の兼任２名 

注1

大同メタルドイツGmbH 
独国バーデンヴェル
テンベルク州 

500千ユーロ
軸受メタルの 
販売 

100.0%
当社製品の販売 
役員の兼任 無 

 

大同メタルチェコs.r.o. 
チェコ共和国 
ブルノ市 

50百万コルナ
軸受メタルの 
製造・販売 

100.0%

当社製品･バイメタルの販売
同社製品の仕入 
資金の貸付、債務保証等 
役員の兼任 無 

 

大同メタルヨーロッパLTD. 英国サマーセット州 2,500千￡
軸受メタルの 
販売 

100.0%
当社製品の販売 
債務保証等 
役員の兼任２名 

 

大同メタルロシアLLC 
ロシア連邦ニズニー
ノヴゴロド州 

200百万
ルーブル

軸受メタルの 
製造・販売 

99.7%
債務保証等 
役員の兼任１名 
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名称 住所 
資本金又 

は出資金 

主要な事業 

の内容 

議決権の

所有割合
関係内容 摘要

(持分法適用非連結子会社)     

韓国ドライベアリング㈱  韓国中北沃川郡 
3,100百万

ウォン
軸受メタルの 
製造・販売 

50.0%
(50.0%)

役員の兼任 無 
注2
注3

(持分法適用関連会社)      

BBL大同プライベートLTD. 
印国タミル・ナドウ
ー州 

100百万
ルピー

軸受メタルの 
製造・販売 

40.0%
当社製品・バイメタルの販売
役員の兼任１名 

 

注1. 特定子会社に該当します。 

注2. 議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

注3. 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合であります。 

注4. 大同メタルアメリカCORP.及び大同メタルベルフォンテンLLCは、解散・清算の手続き中であります。 

 

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、経営方針として、｢企業理念｣、｢行動憲章｣、｢行動基準｣、｢行動指針｣及び｢環境基本方針｣を掲げ、

事業活動を通して社会に貢献してまいります。また、技術立社として、トライボロジー（摩擦・摩耗・潤滑

技術）の領域から、産業技術、環境保全技術の発展に向け積極的に取り組み、企業としての社会的責任を果

たしていく所存であります。 

 

基本的な経営指針、事業戦略などは、事業活動を展開するにあたり、その定性的取り組み課題及び定量的

着地目標を、中期(「サバイバル･プラン」）・短期経営計画の中において具体的に掲げております。また、

方針の共有化、課題の認識、責任の明確化などを図るため、基本的には全部門が参画して経営指針等の策定

を行っております。効率的な活動、迅速な行動、変化への柔軟な対応などによって実現性を高めることで、

グループの発展と企業価値の向上に努めてまいります。 

 

当面の間は、経営健全化に向けての「サバイバル・プラン」を経営計画の柱として、財務体質の強化と業

績の早期改善を当社グループの最重要課題として捉え、グループ一丸となって推進してまいります。 

 

（２）目標とする経営指標 

「資産効率」、「生産効率」、「設備効率」及び「販売効率」等に係る多くの経営指標がありますが、

中・長期的な企業価値向上を目指すための重要な経営指標として①売上高営業利益率、②株主資本利益率

（ＲＯＥ）を重視しております。 

 

経営環境の大きな変化にあっても、当該経営指標の中長期的な目標値を見失うことなく、常に目標達成を

目指して事業展開を推し進めてまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループの経営方針を受けての事業活動の柱としましては、技術立社としての世界トップレベルの技

術力維持・強化、製造業の原点であるモノづくりにおける熟練の技、技能の伝承、世界の顧客から信頼され

る連結品質(世界同一品質)の確立、海外市場の拡大を中心とした販売増強、効率的経営を常に意識した資源

配分と体制の整備・強化、新事業創出に向けた研究開発、それに、地球環境に適合した製品開発、生産活動

など、中長期的な視野にたって展開を図っております。 

 

当社グループが目指す長期目標は、連結売上高「1,000億円企業」であります。 

このため、当面は｢サバイバル・プラン｣での強靭な経営体質への変革と持続的に成長可能な事業基盤の再

構築により、経営の安定化を進めることを最優先課題として取り組んでおります。 

 

そして、当社グループの基本成長戦略である海外事業の拡大と安定、財務戦略の改革、コスト構造の改善

による収益力強化、将来に向けた事業育成と創出などを実現するため、経営資源の有効的且つ効率的な活用

を図り、長期目標実現を目指してまいります。 
 

（４）会社の対処すべき課題 

① サバイバル・プランの実行による業績の早期回復 

世界同時不況による影響は、当社グループに係る産業分野である自動車、建設機械、造船に大きな打撃を 

与えて、世界的規模での需要を短期間で大幅に縮小させました。この状況を打開すべく「経営戦略転換プラ
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ン」を打ち出し、その後早期に業績を回復させるべく「サバイバル・プラン」を策定して、グローバルでの

生産、販売体制の再編成、生産性・設備効率の向上による設備投資の抑制、徹底した固定費の削減及び技術

的優位性を武器とした受注拡大を中心に取り組んでおります。 

 

2009年度の下半期に入って、世界的に景気回復の兆しが見え始めたことからの需要の回復と、「サバイバ

ル・プラン」の実行による欧州を中心とした受注拡大、生産拠点集約と生産性向上による固定費削減、設備

投資抑制の効果など、その成果が業績に現れてきております。 

 

2010年度の黒字化を目指して、「サバイバル・プラン」の徹底推進と確実なフォローを、当社グループ挙

げて推し進めてまいります。 

 

② 受注拡大に対応した生産体制の見直し 

自動車用のうち、乗用車軸受を中心とした受注が、欧州の拡販成果と、世界的な需要回復により、2009年

10月以降月を追うごとに増加しており、一旦収縮した生産体制を需要の増加に対応させる必要があります。 

 

このため、先行きの需要見通しについて、十分な情報把握や調査・確認を進めると同時に、グローバルで

の生産負荷の調整と必要な能力確保の方策を早急に確立することで、業績の早期回復に確実に貢献できるよ

うに対応してまいります。 

    

③ 財務基盤の強化 

リーマン・ショック以前の事業拡大に伴う投資と、その後の不況下での資金確保や不測の事態に備えた借

入による有利子負債の増加及び自己資本の減少により弱体化した財務基盤を回復させることが急務でありま

す。 

 

自己資本の充実を図るために、業績回復によるキャッシュ・フローの安定的な創出、投融資管

理の強化、計画的な返済、自己資本強化策などを総合的且つ効果的に行うことで改善を図ってま

いります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,186,889 13,089,108

受取手形及び売掛金 15,564,492 16,303,642

有価証券 37,226 18,858

商品及び製品 4,725,747 3,898,459

仕掛品 5,312,285 4,169,019

原材料及び貯蔵品 2,803,553 2,468,118

繰延税金資産 912,435 795,723

その他 2,527,067 581,603

貸倒引当金 △52,290 △49,759

流動資産合計 41,017,408 41,274,773

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 20,207,396 21,892,661

減価償却累計額 △10,698,297 △11,414,005

建物及び構築物（純額） 9,509,098 10,478,656

機械装置及び運搬具 50,595,053 51,244,637

減価償却累計額 △37,920,135 △40,408,505

機械装置及び運搬具（純額） 12,674,917 10,836,132

土地 7,524,812 7,502,894

リース資産 5,925,729 6,319,334

減価償却累計額 △3,007,006 △3,509,975

リース資産（純額） 2,918,722 2,809,358

建設仮勘定 3,125,195 1,918,589

その他 4,438,841 4,396,175

減価償却累計額 △3,822,639 △3,921,543

その他（純額） 616,201 474,631

有形固定資産合計 36,368,948 34,020,263

無形固定資産   

のれん 1,441,676 1,302,309

リース資産 228,878 190,353

その他 1,383,192 1,209,640

無形固定資産合計 3,053,747 2,702,303

投資その他の資産   

投資有価証券 1,086,689 1,567,784

長期貸付金 71,795 64,139

繰延税金資産 1,216,063 1,148,891

その他 1,704,267 1,554,083

貸倒引当金 △106,990 △65,477

投資その他の資産合計 3,971,826 4,269,420

固定資産合計 43,394,521 40,991,987

繰延資産   

社債発行費 679 －

繰延資産合計 679 －

資産合計 84,412,610 82,266,761
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,825,188 8,184,448

短期借入金 12,694,932 12,604,570

1年内返済予定の長期借入金 6,191,207 5,211,768

1年内償還予定の社債 136,000 －

リース債務 1,401,979 609,850

未払法人税等 118,017 334,293

繰延税金負債 － 18,575

賞与引当金 876,999 725,213

製品補償引当金 － 218,405

その他 4,898,754 3,246,107

流動負債合計 35,143,078 31,153,234

固定負債   

長期借入金 17,246,298 19,597,782

リース債務 2,396,687 2,843,872

繰延税金負債 2,041,218 2,087,940

退職給付引当金 3,618,318 3,737,164

負ののれん 15,102 10,834

その他 488,229 609,953

固定負債合計 25,805,854 28,887,547

負債合計 60,948,932 60,040,781

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,273,178 7,273,178

資本剰余金 7,946,245 7,946,245

利益剰余金 6,210,861 4,169,077

自己株式 △1,393,339 △1,394,208

株主資本合計 20,036,945 17,994,292

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 138,968 354,827

為替換算調整勘定 △1,469,305 △1,208,634

評価・換算差額等合計 △1,330,337 △853,807

少数株主持分 4,757,070 5,085,494

純資産合計 23,463,677 22,225,979

負債純資産合計 84,412,610 82,266,761
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 60,572,464 51,143,785

売上原価 48,709,640 39,902,708

売上総利益 11,862,823 11,241,076

販売費及び一般管理費   

運賃 1,669,651 1,262,201

業務委託費 718,055 755,541

貸倒引当金繰入額 25,622 －

役員報酬 482,784 452,160

給料及び手当 2,918,343 2,745,997

賞与引当金繰入額 180,057 171,614

製品補償引当金繰入額 － 218,405

退職給付引当金繰入額 335,544 366,160

役員退職慰労引当金繰入額 2,843 －

福利厚生費 562,649 550,977

減価償却費 375,739 426,205

賃借料 677,723 582,657

研究開発費 1,275,821 1,069,935

その他 3,018,893 2,388,064

販売費及び一般管理費合計 12,243,729 10,989,921

営業利益 △380,906 251,154

営業外収益   

受取利息 53,127 25,927

受取配当金 35,203 20,752

スクラップ売却収入 342,538 195,568

負ののれん償却額 20,864 5,275

持分法による投資利益 22,965 27,574

雇用調整助成金収入 － 113,657

その他 268,663 220,779

営業外収益合計 743,363 609,536

営業外費用   

支払利息 829,053 896,063

退職給付費用 388,154 388,154

為替差損 947,489 20,684

その他 161,160 199,235

営業外費用合計 2,325,857 1,504,138

経常利益 △1,963,399 △643,447

特別利益   

固定資産売却益 4,599 142,323

投資有価証券売却益 731 185

貸倒引当金戻入額 － 41,352

補助金収入 309,059 －

退職給付制度終了益 61,682 －

その他 12,134 －

特別利益合計 388,206 183,862
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 31,449 4,810

固定資産除却損 249,033 96,065

投資有価証券評価損 199,974 －

関係会社出資金売却損 27,720 －

ゴルフ会員権評価損 8,000 2,555

貸倒引当金繰入額 － 550

減損損失 1,669,512 503,292

たな卸資産評価損 101,960 23,061

特別退職金 － 40,208

子会社清算損 642,544 －

リース解約損 153,110 25,584

過年度減価償却費 － 150,099

その他 64 －

特別損失合計 3,083,369 846,227

税金等調整前当期純利益 △4,658,563 △1,305,812

法人税、住民税及び事業税 400,494 378,344

法人税等調整額 168,894 75,058

法人税等合計 569,389 453,402

少数株主利益 △463,528 163,017

当期純利益 △4,764,424 △1,922,232
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,273,178 7,273,178

当期末残高 7,273,178 7,273,178

資本剰余金   

前期末残高 7,946,245 7,946,245

当期末残高 7,946,245 7,946,245

利益剰余金   

前期末残高 11,566,183 6,210,861

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △52,613 －

当期変動額   

剰余金の配当 △538,284 △119,551

当期純損失（△） △4,764,424 △1,922,232

当期変動額合計 △5,302,708 △2,041,784

当期末残高 6,210,861 4,169,077

自己株式   

前期末残高 △77,125 △1,393,339

当期変動額   

自己株式の取得 △1,316,214 △868

当期変動額合計 △1,316,214 △868

当期末残高 △1,393,339 △1,394,208

株主資本合計   

前期末残高 26,708,482 20,036,945

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △52,613 －

当期変動額   

剰余金の配当 △538,284 △119,551

当期純損失（△） △4,764,424 △1,922,232

自己株式の取得 △1,316,214 △868

当期変動額合計 △6,618,923 △2,042,652

当期末残高 20,036,945 17,994,292
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 492,298 138,968

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △353,330 215,859

当期変動額合計 △353,330 215,859

当期末残高 138,968 354,827

為替換算調整勘定   

前期末残高 1,410,523 △1,469,305

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,879,829 260,671

当期変動額合計 △2,879,829 260,671

当期末残高 △1,469,305 △1,208,634

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,902,821 △1,330,337

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,233,159 476,530

当期変動額合計 △3,233,159 476,530

当期末残高 △1,330,337 △853,807

少数株主持分   

前期末残高 6,496,927 4,757,070

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,739,857 328,424

当期変動額合計 △1,739,857 328,424

当期末残高 4,757,070 5,085,494

純資産合計   

前期末残高 35,108,231 23,463,677

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △52,613 －

当期変動額   

剰余金の配当 △538,284 △119,551

当期純損失（△） △4,764,424 △1,922,232

自己株式の取得 △1,316,214 △868

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,973,016 804,955

当期変動額合計 △11,591,940 △1,237,697

当期末残高 23,463,677 22,225,979
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △4,658,563 △1,305,812

減価償却費 5,251,739 5,363,347

減損損失 1,669,512 503,292

のれん償却額 146,478 139,366

負ののれん償却額 △20,864 △5,275

持分法による投資損益（△は益） △22,965 △27,574

貸倒引当金の増減額（△は減少） △167,837 △48,362

退職給付引当金の増減額（△は減少） △332,747 78,613

受取利息及び受取配当金 △88,331 △46,680

支払利息 829,053 896,063

雇用調整助成金収入 － △113,657

補助金収入 △309,059 －

投資有価証券売却損益（△は益） △731 △185

投資有価証券評価損益（△は益） 199,974 －

関係会社出資金売却損益（△は益） 27,720 －

ゴルフ会員権評価損 8,000 2,555

固定資産売却損益（△は益） 26,850 △137,513

固定資産除却損 249,033 96,065

売上債権の増減額（△は増加） 4,384,628 △515,560

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,676,896 2,515,530

仕入債務の増減額（△は減少） △1,758,278 △861,040

未払消費税等の増減額（△は減少） － 335,116

その他の負債の増減額（△は減少） △532,284 286,178

その他 309,232 252,869

小計 3,533,664 7,407,337

利息及び配当金の受取額 93,251 45,225

持分法適用会社からの配当金の受取額 31,648 8,111

利息の支払額 △824,269 △901,943

雇用調整助成金の受取額 － 119,539

子会社清算費用の支払額 － △450,609

法人税等の支払額 △770,715 △115,853

法人税等の還付額 － 238,771

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,063,578 6,350,578
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △268,895 △53,107

定期預金の払戻による収入 295,187 66,722

投資有価証券の取得による支出 △9,020 △3,255

関係会社出資金の売却による収入 71,880 －

有形固定資産の取得による支出 △5,622,333 △4,216,795

有形固定資産の売却による収入 41,281 304,289

無形固定資産の取得による支出 △969,808 △300,944

補助金による収入 309,059 －

貸付けによる支出 △25,351 △16,599

貸付金の回収による収入 23,188 23,803

その他 86,268 131,453

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,068,546 △4,064,434

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,554,800 △680,534

長期借入れによる収入 3,102,787 8,110,000

長期借入金の返済による支出 △3,519,266 △6,314,174

社債の償還による支出 △182,000 △136,000

セール・アンド・リースバックによる収入 999,992 2,320,605

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △376,045 △1,521,807

割賦債務の返済による支出 △50,504 △51,494

自己株式の取得による支出 △1,316,214 △868

配当金の支払額 △538,284 △119,551

少数株主への配当金の支払額 △161,402 △28,704

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,513,862 1,577,469

現金及び現金同等物に係る換算差額 △933,066 △4,168

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 575,828 3,859,445

現金及び現金同等物の期首残高 8,371,280 8,947,108

現金及び現金同等物の期末残高 8,947,108 12,806,554
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（５）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数  20社 

連結子会社の名称は、「２．企業集

団の状況 (２)関係会社の状況」に記

載しているため、省略しております。 

(イ)連結子会社の数  20社 

同左 

 (ロ)非連結子会社 

エヌデーシー・オブ・アメリカINC. 

韓国ドライベアリング㈱ 

大同リビルドサービスINC. 

広州原同貿易有限公司 

 

連結の範囲から除いた理由 

エヌデーシー・オブ・アメリカINC.、

韓国ドライベアリング㈱、大同リビルド

サービスINC.、広州原同貿易有限公

司は、小規模会社であり、合計の総資

産額、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

(ロ)非連結子会社 

同左 

 

 

 

 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 (イ)持分法適用の非連結子会社数  １社

会社名 

韓国ドライベアリング㈱ 

(イ)持分法適用の非連結子会社数１社 

会社名 

同左 

 (ロ)持分法適用の関連会社数  １社 

会社名 

BBL大同プライベートLTD. 

(ロ)持分法適用の関連会社数  １社 

会社名 

同左 

 (ハ)持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社の名称 

エヌデーシー・オブ・アメリカINC. 

大同リビルドサービスINC. 

広州原同貿易有限公司 

(ハ)持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称 

同左 

 持分法を適用しない理由 

エヌデーシー・オブ・アメリカINC.、

大同リビルドサービスINC.、広州原同

貿易有限公司は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用から除外しておりま

す。 

持分法を適用しない理由 

同左 

 

 (ニ)持分法適用会社のうち、決算日が、

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度にかかる財務

諸表を使用しております。 

(ニ)同左 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項 

連結子会社のうち、大同メタルアメリ

カCORP．、大同メタルU.S.A.INC．、大

同メタルベルフォンテンLLC、ダイナメ

タルCO.,LTD.、中原大同股份有限公

司、同晟金属㈱、PT.大同メタルインド

ネシア、大同精密金属（蘇州）有限公

司、大同インダストリアルベアリングヨ

ーロッパLTD.、大同メタルコトール

AD、大同メタルドイツGmbH、大同メタ

ルチェコs.r.o.、大同メタルヨーロッパ

LTD.、大同メタルロシアLLCの決算日

は12月31日であります。 

なお、連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、連結決算日までの

期間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 

 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

 

 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (ロ)たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。 

商品及び製品…総平均法 

仕掛品…………総平均法 

原材料…………主として総平均法 

貯蔵品…………主として移動平均 

          法 

 

(ロ)たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。 

商品及び製品…総平均法 

仕掛品…………総平均法 

原材料…………主として総平均法 

貯蔵品…………主として移動平均 

          法 

 

 （会計方針の変更） 

当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を適

用しております。 

これにより、営業損失、経常損失及

び 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 が

527,860千円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 

 (ハ)デリバティブ 

時価法 

(ハ)デリバティブ 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び連結子会社のうち、５社は

定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を採用し、他の

連結子会社は定額法を採用しておりま

す。 

主な耐用年数は、以下のとおりであ

ります。 

建物及び構築物    ３年～60年 

機械装置及び運搬具 ４年～15年 

(イ)有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び連結子会社のうち、５社は

定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法）を採用し、他の連

結子会社は定額法を採用しておりま

す。 

主な耐用年数は、以下のとおりであ

ります。 

建物及び構築物    ３年～60年 

機械装置及び運搬具 ４年～15年 

 

 （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、平成

20年度の税制改正を契機として、資産

の利用状況を見直した結果、当連結

会計年度より、機械装置の耐用年数を

変更しております。 

これにより、営業損失、経常損失及

び 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 が

222,907千円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 

 (ロ)無形固定資産(リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 (ハ)リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法によっており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(ハ)リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法によっており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しておりま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

 (会計方針の変更) 

 当連結会計年度から平成19年３月30 

日改正の｢リース取引に関する会計基準｣

(企業会計基準委員会 企業会計基準第

13号)及び｢リース取引に関する会計基準

の適用指針｣(企業会計基準委員会 企

業会計基準適用指針第16号)を適用して

おります。 

 なお、リース取引開始日がリース会計

基準の改正適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

 これに伴う営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失に与える影響は

軽微であります。 

 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費 

社債の償還期間にわたり利息法により

償却しております。 

社債発行費 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

  

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については、貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し

回収不能見込額を計上しております。 

同左 

② 賞与引当金 従業員等に対して支給する賞与に備

え、支給見込額の期間対応分を計上して

おります。 

同左 

③ 役員賞与引当金 一部の子会社については、役員の賞

与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

なお、当連結会計年度末においては、

引当金残高はありません。 

同左 

④ 工場閉鎖損失引当金 生産拠点体制の再編による集約化を

実施することにより、当社の自動車エンジ

ン用軸受の国内生産拠点である東京工

場及び埼玉工場を閉鎖することに伴い、

将来見込まれる損失に備え、損失発生

見込み額を計上しております。 

なお、当連結会計年度末においては、

引当金残高はありません。 

― 

⑤ 製品補償引当金 ― 製品の品質に関する補償費用の支出

に備えるため、今後必要と見込まれる金

額を計上しております。 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

  （追加情報） 

当連結会計年度において、販売済の

製品に対する補償費用の発生が見込ま

れることとなったため、当該費用として見

込まれる金額を新たに製品補償引当金と

して計上しております。 

⑥ 退職給付引当金 従業員(執行役員等除く)の退職給付

に備えるため当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異(7,099,537

千円)については、15年による按分額を

費用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分した額を費用計

上しております。 

数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しております。 

また、執行役員等に対して支給する退

職給付に備え、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

従業員(執行役員等除く)の退職給付

に備えるため当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異(7,099,537

千円)については、15年による按分額を費

用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分した額を費用計

上しております。 

数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しております。 

また、執行役員等に対して支給する退

職給付に備え、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「 「退職給付に

係る会計基準」の一部の改正（その３）」

（企業会計基準第１９号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常損失

及び税金等調整前当期純損失に与える

影響はありません。 

⑦ 役員退職慰労引当金 一部の子会社については、役員に対

して支給する退職慰労金に備え、会社内

規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

なお、当連結会計年度末においては、

引当金残高はありません。 

― 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債、

収益及び費用は決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上しております。 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用して

おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段 

デリバティブ取引(金利スワップ取引)

(2) ヘッジ手段 

同左 

 (3) ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可能性が

あり、相場変動等が評価に反映されて

いないもの及びキャッシュ・フローが固

定されその変動が回避されるもの 

(3) ヘッジ対象 

同左 

 (4) ヘッジ方針 

相場変動リスクに晒されている資

産、負債に係るリスクを回避する目的

にのみ、デリバティブ取引をヘッジ手

段として利用する方針をとっておりま

す。 

(4) ヘッジ方針 

同左 

 (5) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有効

性の判定を省略しております。 

(5) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7) 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６ のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却につい

ては、その効果の発現する期間を見積も

り、12年以内の期間にわたって定額法に

より償却しております。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなります。 

同左 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 会計方針の変更 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在
外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応
報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上
必要な修正を行っております。 

これにより、営業損失が5,603千円減少し、経常損失が
13,016千円減少し、税金等調整前当期純損失が13,513
千円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載
しております。 

 

― 

 

 

 

 表示方法の変更 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会計

年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に

区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資

産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」は、それぞれ4,319,941千円、5,380,024千円、2,623,463

千円であります。 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めておりました「雇用調整助成金収入」は重要性が増

加したため、当連結会計年度では区分掲記することとし

ております。なお、前連結会計年度の営業外収益の「そ

の他」に含まれる「雇用調整助成金」は5,944千円であ

ります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含めていた「未払消費税等の増減額（△

は減少）」は重要性が増加したため、当連結会計年度では区

分掲記することとしております。なお、前連結会計年度の「営

業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未

払消費税等の純減少額」は57,991千円であります。 
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(８）財務諸表に関する注意事項 

（セグメント情報） 

 １ 事業の種類別セグメント情報 

   前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 事業の種類として、「軸受メタル」「軸受メタル以外」に区分しておりますが、当連結会計年度について

は、全セグメント売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「軸受メタル」の

割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 事業の種類として、「軸受メタル」「軸受メタル以外」に区分しておりますが、当連結会計年度について 

は、全セグメント売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「軸受メタル」の 

割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 ２ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 
日本 
(千円) 

北米 
(千円) 

アジア 
(千円) 

欧州 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

  売上高    

 (1)外部顧客に対する
売上高 

45,999,143 5,060,589 4,932,633 4,580,098 60,572,464 － 60,572,464

 (2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

8,626,848 230,037 1,264,331 108,032 10,229,249 (10,229,249) －

計 54,625,991 5,290,626 6,196,965 4,688,130 70,801,714 (10,229,249) 60,572,464

  営業費用 53,439,758 6,798,751 5,736,958 5,128,922 71,104,390 (10,151,019) 60,953,370

  営業利益又は 
営業損失(△) 

1,186,233 △1,508,124 460,006 △440,791 △302,676 (78,229) △380,906

Ⅱ 資産 87,486,249 3,165,831 7,866,366 7,662,069 106,180,516 (21,767,906) 84,412,610

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米……………アメリカ 
アジア…………韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 
欧州……………イギリス、モンテネグロ、ドイツ、チェコ、ロシア 

３ 会計方針の変更 
（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、｢棚卸
資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。
これにより、当連結会計年度の営業費用は日本が527,860千円増加し、営業利益が同額減少しておりま
す。 
（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「連結財務諸表作成における在外子会社
の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号 平成18年５月17日)を適用しております。こ
れにより、当連結会計年度の営業費用は欧州が5,603千円増加し、営業損失が同額増加しております。 

４ 追加情報 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、

当連結会計年度から、平成20年度の税制改正を契機として、資産の利用状況を見直した結果、機械装置
の耐用年数を変更しております。これにより、当連結会計年度の営業費用は日本が222,907千円増加し、
営業利益が同額減少しております。 
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 
日本 
(千円) 

北米 
(千円) 

アジア 
(千円) 

欧州 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

 売上高    

 (1)外部顧客に対する
売上高 

37,813,426 3,449,613 5,518,663 4,362,081 51,143,785 － 51,143,785

 (2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

6,454,754 62,948 578,328 103,915 7,199,946 (7,199,946) 0

計 44,268,180 3,512,561 6,096,991 4,465,996 58,343,731 (7,199,946) 51,143,785

 営業費用 43,008,713 4,213,928 5,757,666 5,107,999 58,088,308 (7,195,678) 50,892,630

 営業利益又は 
営業損失(△) 

1,259,467 △701,366 339,325 △642,002 255,423 (4,268) 251,154

Ⅱ 資産 91,381,921 1,641,961 8,415,084 8,276,203 109,715,171 (27,448,409) 82,266,761

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米……………アメリカ 
アジア…………韓国、台湾、タイ、インドネシア、中国 
欧州……………イギリス、モンテネグロ、ドイツ、チェコ、ロシア 

 
 
 ３ 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 北米 アジア 欧州 その他 合計 

①海外売上高（千円） 4,647,092 6,879,113 4,243,803 1,245,542 17,015,552

②連結売上高（千円） － － － － 60,572,464

③連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
7.7 11.4 7.0 2.1 28.1

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア…………タイ、韓国、台湾、インドネシア、中国 
北米……………アメリカ 
欧州……………イギリス、イタリア、モンテネグロ、ドイツ、ロシア 
その他…………アラブ首長国連邦、サウジアラビア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 北米 アジア 欧州 その他 合計 

①海外売上高（千円） 3,314,515 8,614,856 4,430,280 834,510 17,194,163

②連結売上高（千円） － － － － 51,143,785

③連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
6.5 16.8 8.7 1.6 33.6

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア…………タイ、韓国、台湾、インドネシア、中国 
北米……………アメリカ 
欧州……………イギリス、イタリア、モンテネグロ、ドイツ、ロシア 
その他…………アラブ首長国連邦、サウジアラビア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 469.41円

１株当たり当期純損失 109.23円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 430.15円

１株当たり当期純損失 48.23円

 同左 

    
 

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

項目 
前連結会計年度 

(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成22年３月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 （千円） 23,463,677 22,225,979

連結貸借対照表の純資産の部の合計額から控除する 
金額 （千円） 

4,757,070 5,085,494

 （うち少数株主持分） (4,757,070) (5,085,494)

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 18,706,607 17,140,484

1株当たりの純資産額の算定に用いられた期末の 
普通株式の数 （千株） 

39,850 39,847

 

２ １株当たり当期純損失 

項目 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 4,764,424 1,922,232

普通株式に係る当期純損失（千円） 4,764,424 1,922,232

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,616 39,849

   

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

 

 

 

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、
退職給付、ストックオプション等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,779,978 8,588,298

受取手形 1,298,009 1,023,731

売掛金 13,669,978 14,946,059

商品及び製品 1,983,446 1,461,683

仕掛品 3,074,097 2,308,253

原材料及び貯蔵品 1,444,496 1,145,736

前払費用 160,669 158,015

繰延税金資産 750,616 615,681

関係会社短期貸付金 745,748 3,766,744

未収入金 2,294,339 737,594

その他 23,567 32,469

貸倒引当金 △800 △3,000

流動資産合計 31,224,148 34,781,266

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,720,736 9,355,445

減価償却累計額 △5,378,341 △5,618,871

建物（純額） 3,342,394 3,736,573

構築物 1,325,612 1,381,632

減価償却累計額 △935,102 △959,505

構築物（純額） 390,510 422,126

機械及び装置 27,955,924 26,631,925

減価償却累計額 △21,672,931 △21,752,894

機械及び装置（純額） 6,282,992 4,879,030

車両運搬具 149,483 139,167

減価償却累計額 △135,765 △130,844

車両運搬具（純額） 13,717 8,323

工具、器具及び備品 2,616,160 2,499,020

減価償却累計額 △2,377,843 △2,350,011

工具、器具及び備品（純額） 238,316 149,009

土地 1,106,994 1,046,805

リース資産 3,720,275 3,844,319

減価償却累計額 △2,638,940 △2,871,834

リース資産（純額） 1,081,334 972,484

建設仮勘定 1,309,968 1,181,055

有形固定資産合計 13,766,229 12,395,410
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 1,063,572 851,023

リース資産 228,878 190,353

施設利用権 29,341 26,771

その他 11,506 64,716

無形固定資産合計 1,333,298 1,132,864

投資その他の資産   

投資有価証券 489,080 768,809

関係会社株式 7,733,515 5,301,901

関係会社出資金 5,569,076 7,009,560

従業員に対する長期貸付金 34,868 31,667

関係会社長期貸付金 363,728 845,618

破産更生債権等 814,725 3,195,915

長期前払費用 122,826 97,167

繰延税金資産 704,120 658,073

前払年金費用 659,547 678,724

その他 648,101 644,271

貸倒引当金 △825,314 △3,025,551

投資その他の資産合計 16,314,276 16,206,159

固定資産合計 31,413,804 29,734,434

資産合計 62,637,953 64,515,701

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,725 1,410

買掛金 7,579,514 9,804,651

短期借入金 7,143,712 7,253,064

1年内返済予定の長期借入金 2,560,000 3,863,800

リース債務 226,316 275,058

未払金 2,254,128 1,349,397

未払費用 565,141 536,922

未払法人税等 － 250,220

未払消費税等 － 203,927

前受金 7,542 8,740

預り金 50,031 48,336

前受収益 13,983 13,678

賞与引当金 587,223 569,856

製品補償引当金 － 195,615

債務保証損失引当金 1,590,364 －

その他 8,479 3,909

流動負債合計 22,589,161 24,378,591
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 12,651,600 16,158,680

リース債務 1,111,565 984,774

退職給付引当金 3,001,552 3,119,899

長期未払金 293,703 341,582

その他 40,471 40,471

固定負債合計 17,098,893 20,645,409

負債合計 39,688,055 45,024,000

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,273,178 7,273,178

資本剰余金   

資本準備金 7,649,095 7,649,095

その他資本剰余金 297,150 297,150

資本剰余金合計 7,946,245 7,946,245

利益剰余金   

利益準備金 743,443 743,443

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 936,256 922,160

別途積立金 11,420,000 5,920,000

繰越利益剰余金 △4,092,535 △2,202,885

利益剰余金合計 9,007,164 5,382,718

自己株式 △1,393,339 △1,394,208

株主資本合計 22,833,247 19,207,933

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 116,650 283,767

評価・換算差額等合計 116,650 283,767

純資産合計 22,949,897 19,491,701

負債純資産合計 62,637,953 64,515,701
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 52,268,162 42,459,639

売上原価   

製品期首たな卸高 1,858,939 1,983,446

当期製品製造原価 37,149,553 29,155,740

当期製品仕入高 5,074,334 4,351,525

合計 44,082,828 35,490,713

他勘定振替高 53,381 76,105

製品期末たな卸高 1,983,446 1,461,683

原材料評価損 37,625 6,899

売上原価合計 42,083,625 33,959,823

売上総利益 10,184,537 8,499,815

販売費及び一般管理費   

運賃 946,048 714,899

業務委託費 855,947 841,645

貸倒引当金繰入額 － 3,347

役員報酬 287,080 265,593

給料及び手当 1,689,291 1,495,378

賞与引当金繰入額 143,861 142,697

製品補償引当金繰入額 － 195,615

退職給付費用 288,430 317,625

福利厚生費 353,478 336,040

旅費及び通信費 274,173 171,414

租税公課 136,138 109,722

減価償却費 210,804 289,183

賃借料 579,987 501,002

研究開発費 1,275,821 1,069,935

その他 1,298,028 1,068,034

販売費及び一般管理費合計 8,339,092 7,522,137

営業利益 1,845,444 977,677

営業外収益   

受取利息 22,359 78,046

受取配当金 48,859 132,536

スクラップ売却収入 247,650 131,241

雇用調整助成金収入 － 69,699

為替差益 67,442 －

その他 141,164 100,976

営業外収益合計 527,475 512,501

営業外費用   

支払利息 296,951 495,421

為替差損 － 199,107

退職給付費用 329,986 329,986

その他 63,780 75,657

営業外費用合計 690,718 1,100,173
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

経常利益 1,682,202 390,005

特別利益   

固定資産売却益 1,053 356

ゴルフ会員権売却益 － 185

貸倒引当金戻入額 10,526 －

その他 731 －

特別利益合計 12,311 542

特別損失   

固定資産売却損 14,389 3,484

固定資産除却損 230,578 62,822

投資有価証券評価損 176,650 －

関係会社出資金売却損 28,948 －

関係会社株式評価損 2,543,046 2,589,103

ゴルフ会員権評価損 8,000 －

貸倒引当金繰入額 812,617 607,095

減損損失 35,570 151,193

債務保証損失引当金繰入額 1,590,364 －

たな卸資産評価損 18,188 －

過年度減価償却費 － 137,193

特別損失合計 5,458,354 3,550,892

税引前当期純損失（△） △3,763,841 △3,160,344

法人税、住民税及び事業税 331,450 274,980

法人税等調整額 86,822 69,568

法人税等合計 418,273 344,549

当期純損失（△） △4,182,114 △3,504,894
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,273,178 7,273,178

当期末残高 7,273,178 7,273,178

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,649,095 7,649,095

当期末残高 7,649,095 7,649,095

その他資本剰余金   

前期末残高 297,150 297,150

当期末残高 297,150 297,150

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 743,443 743,443

当期末残高 743,443 743,443

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 950,707 936,256

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △14,451 △14,095

当期変動額合計 △14,451 △14,095

当期末残高 936,256 922,160

別途積立金   

前期末残高 12,420,000 11,420,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 △1,000,000 △5,500,000

当期変動額合計 △1,000,000 △5,500,000

当期末残高 11,420,000 5,920,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △386,588 △4,092,535

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 14,451 14,095

別途積立金の取崩 1,000,000 5,500,000

剰余金の配当 △538,284 △119,551

当期純損失（△） △4,182,114 △3,504,894

当期変動額合計 △3,705,947 1,889,649

当期末残高 △4,092,535 △2,202,885

自己株式   

前期末残高 △77,125 △1,393,339

当期変動額   

自己株式の取得 △1,316,214 △868

当期変動額合計 △1,316,214 △868

当期末残高 △1,393,339 △1,394,208
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 28,869,860 22,833,247

当期変動額   

剰余金の配当 △538,284 △119,551

当期純損失（△） △4,182,114 △3,504,894

自己株式の取得 △1,316,214 △868

当期変動額合計 △6,036,613 △3,625,314

当期末残高 22,833,247 19,207,933

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 398,787 116,650

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △282,137 167,117

当期変動額合計 △282,137 167,117

当期末残高 116,650 283,767

評価・換算差額等合計   

前期末残高 398,787 116,650

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △282,137 167,117

当期変動額合計 △282,137 167,117

当期末残高 116,650 283,767

純資産合計   

前期末残高 29,268,648 22,949,897

当期変動額   

剰余金の配当 △538,284 △119,551

当期純損失（△） △4,182,114 △3,504,894

自己株式の取得 △1,316,214 △868

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △282,137 167,117

当期変動額合計 △6,318,750 △3,458,196

当期末残高 22,949,897 19,491,701
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（５）重要な会計方針 

項目 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。 

商品及び製品……総平均法 

原材料……………総平均法 

仕掛品……………総平均法 

貯蔵品……………移動平均法 

(注) 原材料の一部については移動平

均法を採用しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。 

これにより、営業利益及び経常利益

が367,430千円減少し、税引前当期純

損失が同額増加しております。 

評価基準は原価法（収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。 

商品及び製品……総平均法 

原材料……………総平均法 

仕掛品……………総平均法 

貯蔵品……………移動平均法 

(注) 原材料の一部については移動

平均法を採用しております。 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

平成10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)については定額

法、それ以外の有形固定資産につい

ては定率法によっております。 

なお、耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物 ３年～50年

構築物 ７年～60年

機械及び装置 ７年～10年

車両運搬具 ４年～10年

工具、器具及び備品 ２年～20年
 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

平成10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)については定額

法、それ以外の有形固定資産につい

ては定率法によっております。 

なお、耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物 ３年～50年

構築物 ７年～60年

機械及び装置 ７年～10年

車両運搬具 ４年～10年

工具、器具及び備品 ２年～20年
 

 （追加情報） 

平成20年度の税制改正を契機とし

て、資産の利用状況を見直した結果、

当事業年度より、機械及び装置の耐

用年数を変更しております。 

これにより、営業利益及び経常利益

が167,827千円減少し、税引前当期純

損失が同額増加しております。 
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項目 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数は、自社利用ソフト

ウェア５年、施設利用権15年～20年で

あります。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 (3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引 

に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減 

価償却方法と同一の方法によっており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取 

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価 

額をゼロとする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法によっており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 （会計方針の変更） 

当事業年度から平成19年３月30日

改正の「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第13号）及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第

16号）を適用しております。 

なお、リース取引開始日がリース取

引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

これに伴う営業利益、経常利益及び

税引前当期純損失に与える影響は軽

微であります。 

 

 (4) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

(4) 長期前払費用 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

 

５ 引当金の計上基準   

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については、貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し

回収不能見込額を計上しております。 

同左 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備え、

支給見込額の期間対応分を計上してお

ります。 

同左 
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項目 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

(3) 工場閉鎖損失引当金 生産拠点体制の再編による集約化を

実施することにより、自動車エンジン用軸

受の国内生産拠点である東京工場及び

埼玉工場を閉鎖することに伴い、将来見

込まれる損失に備え、損失発生見込額を

計上しております。 

なお、当事業年度末は、引当金残高

はありません。 

― 

(4) 債務保証損失引当金 関係会社に対する債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財政状

態を勘案し、損失負担見込額を計上して

おります。 

関係会社に対する債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財政状

態を勘案し、損失負担見込額を計上して

おります。 

なお、当事業年度末は、引当金残高

はありません。 

(5) 製品補償引当金 ― 製品の品質に関する補償費用の支出

に備えるため、今後必要と見込まれる金

額を計上しております。 

  （追加情報） 

当事業年度において、販売済の製品

に対する補償費用の発生が見込まれるこ

ととなったため、当該費用として見込まれ

る金額を新たに製品補償引当金として計

上しております。 

(6) 退職給付引当金 従業員（執行役員等を除く）の退職給

付に備えるため当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生している額を計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異(6,227,018

千円)については、15年による按分額を

費用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分した額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期より費用処理してお

ります。 

また、執行役員等に対して支給する退

職給付に備え、会社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

従業員（執行役員等を除く）の退職給

付に備えるため当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生している額を計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異(6,227,018

千円)については、15年による按分額を

費用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分した額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期より費用処理してお

ります。 

また、執行役員等に対して支給する退

職給付に備え、会社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

  （会計方針の変更） 

当事業年度より、「 「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第19号 平成20年７月31日）を適

用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純損失に与える影響は

ありません。 
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項目 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用して

おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段 

デリバティブ取引(金利スワップ取

引) 

(2) ヘッジ手段 

同左 

 (3) ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可能性が

あり、相場変動等が評価に反映されて

いないもの及びキャッシュ・フローが固

定されその変動が回避されるもの 

(3) ヘッジ対象 

同左 

 (4) ヘッジ方針 

相場変動リスクに晒されている資

産、負債に係るリスクを回避する目的

にのみ、デリバティブ取引をヘッジ手

段として利用する方針をとっておりま

す。 

(4) ヘッジ方針 

同左 

 (5) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、決算日における有

効性の判定を省略しております。 

(5) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７ 消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜き方式

によっております。 

同左 

 

(６）重要な会計方針の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

（貸借対照表） 

１．前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分の

１を超えたため区分掲記しました。 

なお、前期末の「未収入金」は600,111千円であります。

２．前期まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「前払年金費用」は、当期において、資産の

総額の100分の１を超えたため区分掲記しました。 

なお、前期末の「前払年金費用」は478,800千円であり

ます。 

３．前期まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりまし

た「前受金」「預り金」「前受収益」は、当期において、区分

掲記しました。 

なお、前期末の「前受金」「預り金」「前受収益」は、それ

ぞれ9,120千円、58,230千円、14,475千円であります。 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

（損益計算書） 

前期まで営業外収益の「その他」に含めておりま

した「雇用調整助成金収入」は重要性が増加したた

め、当期において区分掲記することとしておりま

す。なお、前期の営業外収益の「その他」に含まれ

る「雇用調整助成金」は5,944千円であります。 
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(７）個別財務諸表に関する注意事項 

  （１株当たり情報） 

 

項目 

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 575.89円 489.15円 

１株当たり当期純損失 95.88円 87.95円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、１株当たり当期純損
失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。 

同左 

 

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
前事業年度末 

(平成21年３月31日) 

当事業年度末 

(平成22年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額

（千円） 
22,949,897 19,491,701 

貸借対照表の純資産の部の合計額か

ら控除する金額（千円） 
－ － 

普通株式に係る純資産額（千円） 22,949,897 19,491,701 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（千株） 
39,850 39,847 

 

２ １株当たり当期純損失 

 

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 4,182,114 3,504,894 

普通株式に係る当期純損失（千円） 4,182,114 3,504,894 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,616 39,849 

   

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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６．その他 

（１）代表者の異動 

    該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動（平成22年６月29日予定） 

① 昇任予定取締役 

取締役専務兼上席執行役員 

樫 山 恒太郎（現 取締役常務兼上席執行役員 サバイバル計画推進 

本部長） 

取締役常務兼上席執行役員 

佐々木 利 行（現 取締役兼上席執行役員 経営・財務企画ユニット長） 

 

② 新任補欠監査役候補 

補欠監査役候補  石 渡  信 行（現 公認会計士（清新監査法人代表社員）、税理士（清新 

税理士法人代表社員)） 

 

③ 退任予定監査役 

監査役        川 上 幸之輔 

 

 

④ 退任予定顧問 

顧問          田 中   正 

顧問          木 澤 惠 司 

 

（３）執行役員の異動（平成22年７月１日付） 

① 新任執行役員 

執行役員       小 暮 圭 一（大同メタルヨーロッパ（英国）社長兼経営企画センター欧州地域 

本部長） 

執行役員       吉 田 秀 雄（内部統制推進本部副本部長） 

 

                                                         以  上 
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